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分野別所管課一覧

分 野 別 所 管 課

１ 女性の人権について 男女共生社会推進課

、 、２ 子どもの人権について 子ども未来課 生涯学習課

県立学校課、小中学校課

３ 高齢者の人権について 長寿社会推進課

４ 障害者の人権について 障害福祉課

５ 同和問題について 人権政策課

６ 外国人の人権について 文化国際課

７ 感染症（ハンセン病、ＨＩＶ等） 健康対策課

・難病患者等の人権について

８ 犯罪被害者とその家族の人権について 県民生活課

９ さまざまな人権について 人権政策課
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分野別施策名 女性の人権について

説 明 課 男女共生社会推進課

１ 最近の動向

男女共同参画の推進につきましては 、社会のあらゆる分野で男女の平、

、 『 』等を具体化するため 平成１５年３月に 和歌山県男女共同参画基本計画

を策定し、市町村、ＮＰＯ等各種団体など県民の皆さん、事業者の皆さん

とも連携しながら、数値目標を定め、計画的に進めてまいっております。

この間 「政策・方針決定過程での男女共同参画の促進」につきまし、

ては、県の設置する審議会等への女性委員の登用を進めるため 『和歌山、

県審議会等への女性の参画促進要綱』を制定し 「平成１７年度までに、

３０パーセント以上とすること」を目標に全庁的な取組を続け、本年３月

１日現在で３０．０４パーセントと、その目標を達成したところでござい

ます。

、 、 、しかしながら 昨年 県の広報室が実施した県民意識調査によりますと

「 、 」 、男性は仕事 女性は家事・育児 というような性別役割分担については

、 、これに肯定的な考えをお持ちの方が ４６パーセントもいらっしゃるなど

依然として男女平等の実現を阻害する社会的要因がまだまだ根強く残って

おります。

また、近年大きな社会問題となっておりますドメスティック・バイオレ

ンスやセクシュアル・ハラスメントにつきましては、男性優位の意識や男

女の経済的格差などの構造的問題を背景にして、被害が深刻化し、重大な

人権侵害として大きな問題となってございます。
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とりわけ、ドメスティック・バイオレンスにつきましては、県男女共生

社会推進センターや県女性相談所における相談件数が 「配偶者からの暴、

力の防止及び被害者の保護に関する法律」が施行された平成１３年度以降

大幅に増加し、平成１６年度には、両者併せて１，０７６件にもなってお

ります。

２ 主要事業の展開

こうした状況の下、男女共生社会推進センターにおきましては、男女共

同参画相談員による「総合相談 、女性弁護士による「法律相談」及び女」

性カウンセラーによる「カウンセリング」を実施し、平成１７年度には、

総合相談１，３４８件、法律相談１３５件、カウンセリング１０２件、合

計１，５８５件の相談が寄せられているところです。

この他、平成１７年度におきまして、県民の皆さんの意識啓発を図るた

め 「みんなで参画！これからの子育て 「男女共同参画ＡＢＣ」をテー、 」、

マにした『ふるさとづくりタウントーク』や、女性のチャレンジ支援のた

めの『わたしには夢がある塾』など様々な事業を実施し、性別による固定

的な役割分担やドメスティック・バイオレンスなど男女共同参画を阻害す

る問題の解決を支援しているところでございます。

また、当課におきましても、ドメスティック・バイオレンス被害者支

援のため、民間団体も含めた関係機関の連携を強化するためのネットワー

ク会議やボランティア育成講座を開催するとともに、１７年度、新たに、

男女共同参画を推進する事業者の登録制度を設け、事業者に対する男女共

同参画に関する意識啓発も実施して参ったところでございます。
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３ 今後の取組等

国においては、昨年１２月、平成１２年に策定した『男女共同参画基本

計画』を改定し、第２次計画を策定しました。

この第２次計画では 「政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 、、 」

「女性のチャレンジ支援 「男女雇用機会均等の推進 「防災対策など新」、 」、

たな分野への取組 「女性に対するあらゆる暴力の根絶」など、１０項目」、

が重点事項として掲げられているところであります。

県におきましても、平成１５年に策定いたしました『和歌山県男女共同

参画基本計画』が、今年度、最終年度を迎えることから、現行の計画の見

直しをするとともに、計画策定の基礎資料とするため 『男女共同参画に、

関する県民意識調査』を実施することと致してございます。

なお、こうした基本計画の改定作業とは別に、平成１８年度におきまし

ても、男女共生社会推進センターにおきまして、男女共同参画相談員や弁

護士による相談体制を継続するほか、当課におきましても、昨年度に引き

続き、ドメスティック・バイオレンス被害者支援のためのネットワーク会

議や岩出市でボランティア育成講座の開催などを予定致してございます。

今後とも、こうした取組をとおし、男女が人として平等で、性別に関わ

らず人権が尊重され、男女が共に個性と能力が発揮できる社会の実現を目

指して参りたいと考えてございます。
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分野別施策名 「子どもの人権について」

説 明 課 子ども未来課

１ 最近の動向

平成１７年に和歌山県次世代育成支援行動計画「紀州っ子元気プラン」を

策定し、その中でも「子ども一人ひとりの人権を尊重する視点」を基本視点

のひとつとして様々な施策を実施しているところです。

しかしながら、子どもたちを取り巻く環境は依然として厳しく、平成１７

年に「児童虐待の防止等に関する法律」の一部改正が施行され、児童虐待は

明確な子どもの人権侵害である、と定義されたにも拘わらず、子どもに対す

る大人の不適切な関わりは減ることがなく、不幸にして命を落としてしまう

事例も少なくはありません。

平成１６年度に全国の児童相談所が取り扱った児童虐待の相談処理件数は

件と３万件の大台を超え、厚生労働省が虐待相談の統計を取り始めた33,408
平成２年度を１とした伸び率は となっています。30.34
本県においても、児童虐待は大きな問題になっていて、平成１６年度に県

内の児童相談所が受付処理した児童虐待の相談件数は 件と増加の傾向に249
歯止めがかからない状態です。また、平成１７年度末の速報値では 件の293
受付処理件数となっています。

この背景には、核家族化等の家庭環境の変化、地域社会の連携の希薄さと

いったことがあると考えられ、子育て家庭が子育ての負担を感じたり、家族

、 、 、 、そのものが機能しなくなり 親・子 お互いがストレスを感じ 育てづらい

育ちづらい環境が改善されないままとなっています。

児童の権利に関する条約に保障されている、子どもの最善の利益を保護す

るために、子どもたちが健やかに育つ環境を整えるため、子どもの権利につ

いての意識の醸成、すべての子育て家庭への支援、親と子の健やかな心身の

「 」 、 、育み への支援 子どもが安全に育つ安心なまちづくりを基本目標として

個別のとりくみを行っているところです。
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２ 主要事業の展開

１児童虐待等へのとりくみとして

①平成１７年度より、児童福祉法の改正に伴い、児童相談の一義的な窓口

として、市町村が位置づけられました。住民の生活に一番近い市町村の相談

機能の充実を図るため 「児童虐待防止ネットワーク」づくりを促進し、児、

童虐待の未然防止と地域の子育て支援の強化を図っています。

専門機関としての児童相談所の相談体制の充実と、児童福祉司・児童心理

司といった専門職員の強化を図り、処遇の困難な事例に対しての効果的な対

応と、児童の救済及び保護者への関わりを深めることで虐待の発生を防止し

たいと考えています。

また、法的な対応に備えて児童福祉専門弁護士の配置や、児童精神科医に

よる「子どもメンタルクリニック」を子ども・障害者相談センター内に開設

し、児童・保護者に対するこころのケアーを実施しています。

虐待を受けた児童の生活場所の保障として、児童養護施設や里親の開拓、

支援を実施して行きたいと考えています。

②児童養護施設へのとりくみとしては、入所児童の、こころのケアの充実

を図るため、心理療法担当職員や、個別対応職員の配置を行い、入所児童の

支援体制の強化を図っています。

③里親へのとりくみとしては、里親支援事業として、養育技術向上を図る

ための研修の実施や、里親の一時的な休息を図るための援助体制の充実につ

とめます。

また、虐待を受けた児童を専門的に養育する専門里親の育成に努めるとと

、 。もに 里親制度そのものの普及促進を図るための広報を行いたいと考えます

２子育てがしやすい環境づくりへのとりくみ

①子育ての家庭の課題として、孤立化という問題があります。地域で活動

している子育て支援団体と協働で、それぞれの地域の特性に応じた子育て支

援体制のよる支援体制の充実を図るとともに、子育てに関する様々な情報提

供や、親子が集まり自由に交流できる場所の設置を目指します。

②働く家庭の様々なニーズに応えるため、多様な保育サービスの充実を行
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うことで、育児と仕事への充実を図ります。

、 、 、 、③子育てに対する相談機能の充実を図るため 各市町村 保育所 幼稚園

児童相談所といった相談機関の連携を強化して、子育てに関する不安の解消

に努めます。

３ 今後の取組等

①児童虐待防止ネットワーク事業として、住民に身近な市町村域で子ども

（ ） 、に関わる関係機関 保健・医療・福祉・教育・警察・司法等 の連携を図り

児童虐待への対応を強化します。

②市町村、児童相談所の相談機能の強化のため、児童相談所に、児童相談

対応支援員の配置を行うことで、市町村との連携を図ります。また、適切な

養育技術を地域住民に指導するための人的資源の育成を図るための研修会を

実施します。

③要保護児童の受け皿である、児童養護施設における子どもたちの基本的

な権利を守るため、プライバシーに配慮した生活空間の確保や快適な生活基

盤の充実を図るため住環境整備への助成を行います。

④家庭の多様なニーズに応えられる保育サービスの充実につとめます。

（低年齢児の受入、幼稚園・保育所の双方の機能を持った施設の整備、延

長保育や休日保育を実施する市町村への支援等）

⑤幼稚園・保育所等関係職員の資質向上のために初級保育士研修等の各種

研修を実施します。研修にあたっては、保育士、幼稚園教諭相互の研鑽のた

め合同の研修とします。乳幼児期は子どもにとって生涯にわたる人間形成の

基礎を養う時期でもあるため、子ども一人ひとりの人格や個性を大事にでき

る、人を思いやる心や人権を大切にできる保育を推進します。



- 8 -

分野別施策名 ２ 子どもの人権

説明課 生涯学習課

１ 最近の動向

県教育委員会では、日本国憲法及び教育基本法並びに国際人権規約、

子どもの権利に関する条約等の精神にのっとり、 平成１７年２月１５

日「和歌山県人権教育基本方針」を策定し、人権が尊重される環境づく

りに努めるとともに、子ども一人ひとりを大切にした教育を推進してい

る。

現在の社会では、核家族化や少子化の進行による家庭環境の変化や地

域社会における人間関係の希薄化などにより、子育て家庭の孤立化や子

育てへの不安や負担が大きくなり、地域や家庭の教育力を高めることが

急務となっている。

２ 主要事業の展開

（１）イ 子育てしやすい環境づくり

○ 家庭教育子育て支援推進事業

各地域の家庭教育子育て支援に指導的な立場で携わる人材を育成して

いる。また、学習資料「本音で、トーク！」を作成し、学級懇談会など

での活用を図っている。

（２）ウ 子どもの健全な成長を促す環境づくりと子どもの人権についての

教育・啓発

○ 人権教育推進事業及び人権教育総合推進事業

各種研修会、資料集の作成・発行、学校訪問等を通じて、教職員や地

域の指導者の人権教育・啓発に係る指導力の向上を図るとともに、子ど

もの人権についての指導方法を提案・指導している。また、平成１７年

に県内すべての小学校で実施している保護者学級で活用するための学習

教材として、参加型で学習できる子どもの人権パンフレット『子ども心

によりそって～おとなのための子どもの権利条約～』を作成した。
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○ 地域ふれあいルーム開設事業

子どもの様々な体験活動や地域住民同士の交流活動を推進する拠点と

して「地域ふれあいルーム」を開設した。

（H16年度99か所、H17年度128か所、H18年度142か所）

子ども達が地域の大人の協力を得ながら、公民館などで一定期間寝食

を共にし、学校に通う「通学合宿」の実施を推進している。

（H16年度17か所、H17年度30か所、H18年度38か所）

○ 子どもと大人の“共育”推進事業

「地域ふれあいルーム」の開設を支援するため、研修会やフォーラム

等を実施している。

○ 青少年ボランティア体験事業

高齢者福祉施設等におけるボランティア活動を体験することにより、

豊かな感性と人を思いやる心をはぐくむ取組を進めている。

３ 今後の取組等

今後とも、学校や地域社会における子どもの人権が尊重される環境づ

くりに努めるとともに、子どもの人権についての学習活動の振興が図ら

、 。 、れるよう 指導者の養成を目指した研修や資料集の発刊等を行う また

家庭において人権尊重の意識が高められる教育がおこなわれるよう学習

機会や情報の提供を行う。
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分野別施策名 ２ 子どもの人権

説 明 課 県 立 学 校 課

１ 最近の動向

本県の高等学校における問題行動の発生件数は減少の傾向にあるが、

暴力行為、長期欠席（不登校）及び中途退学については、依然として憂

慮すべき状況にある。このような子どもたちは、学校生活や将来の生活

に対する目的意識が希薄であったり、学校への帰属意識が低いことなど

の特徴がみられる。

こうしたことをふまえ、一人ひとりの子どもが基礎的・基本的な学力

を十分身につけることができるよう高等学校においては、数学や英語を

中心に習熟度別の学習が実施され、情報等の実習を伴う教科・科目でテ

ィームティーチングや少人数学級編制による授業を実施している。

また、総合学科や単位制高校では、少人数学級編制の授業や多様な選

択科目を設定し、子どもの主体的な選択を尊重しながら、個に応じたき

め細かい教育活動を行う一方で、自主性を生かしつつ、基礎学力の定着

を図る取組を進めている。

２ 主要事業の展開

ウ 子どもの健全な成長を促す環境づくりと子どもの人権についての

教育・啓発

○ ハイスクール・サポート・カウンセラー配置と教育相談推進

現代の高等学校が抱える様々な課題に対応するために、県単独の事業

としハイスクール・サポート・カウンセラーを配置した。平成１７年度

は２３校に、平成１８年度は３４校に配置している。

学校生活における子どもたちを支援する主な分野は、教育相談、基礎

学力支援、進路指導、生徒指導などである。

○ 県立高等学校総合学科の設置、単位制高等学校の設置

平成６年度和歌山高校に初めて導入された総合学科も、平成９年度に



- 11 -

有田中央高校、平成１６年度に熊野高校と、地域的なバランスを考慮し

ながら配置している。

単位制高校としては、平成１２年度から大成高校に導入し、続いて平

成１３年度に古座高校、平成１４年度は伊都、和歌山西、新宮商業の３

高校、平成１５年度は紀央館高校に導入してきた。

３ 今後の取組等

一人ひとりの子どもが、将来の目標に向かって、有意義な学校生活を

送れるようハイスクール・サポート・カウンセラーを積極的に活用しな

がら、それぞれの子どもたちのつまずきを支援していく。また、各学校

においては、教員がハイスクール・サポート・カウンセラーと協力・協

働することにより、子どもに対す指導を一層効果的なものにしていく。

また、教育の一層の充実を図る高等学校の再編整備の一環として、平

成１９年度から新宮商業高校を総合学科へ移行することとし、商業科目

に加えて、工業の専門科目等の開設をはじめ、地域のニーズに対応する

特色ある学習活動ができるよう作業を進めている。
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分野別施策名 「子どもの人権について」

説明課 小中学校課

１ 最近の動向

、 、 、小中学校課では 子どもの人権について 各学校が教育活動全体を通して

児童生徒の発達段階に即した人権教育の実施が図れるよう努めている。

「子どもの人権」に係る所管事業について、以下の３つを柱として捉えて

いる。

○少人数学級編制など学校教育における人的物的条件の整備

○犯罪被害を受けた子ども等に対する支援活動

○基礎・基本的な学力に係る事業

２ 主要事業の展開

ウ 子どもの健全な成長を促す環境づくりと子どもの人権についての

教育・啓発

○少人数学級編制など学校教育における人的物的条件の整備を図る。

「指導方法工夫改善研究指定 「学習支援推進教員配置」」、

○基礎・基本的な学力に係る事業の充実を図る。

「学力拠点形成事業 「指導方法工夫改善研究指定」」、

一人ひとりの子どもが基礎的・基本的な学力を身につけることができるよ

う少人数学級編制など人的物的条件の整備や「学力」に係る各事業において

「確かな学力」の向上を目指した研究実践を行っている。

○犯罪被害を受けた子ども等に対する支援活動を充実させる。

「子どもの虐待防止マニュアル策定」

子どもを取り巻く環境のなか、子どもの人権が十分に保障されていない状

、 。況も見られる 特に児童虐待への取組は重要な課題と捉え展開を図っている
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３ 今後の取組等

今後の取組として、平成１８年度においては、小中学校全学年で少人数学

級編制を実施し、その教育効果について検証する。

基礎・基本的な学力に係る事業の充実を一層図り、児童生徒一人ひとりに

応じたきめ細かな指導の充実に努める。

また、学習指導上、生徒指導上又は、進路指導上の課題の大きい学校に学

習支援推進教員を配置し、解決を図る。
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分野別施策名 高齢者の人権

説 明 課 長寿社会推進課・介護予防推進室

１ 最近の動向

県の高齢化率は、平成１７年３月３１日現在で２３．２％となっており、

全国の１９．５％（平成１６年１０月１日現在）に先行して、年々高齢化が

進んでいます。出生率の低下による少子化傾向も加わり、本格的な少子高齢

化社会を迎えようとしています。

これに伴い、介護を必要とする高齢者も増加しており、要介護高齢者の家

族介護力の低下や介護期間の長期化による介護ストレスなどが原因となる高

齢者虐待の問題や、要介護者の半数を占めるという認知症高齢者に対するケ

アの確立が重要な課題となっています。

こうしたなか介護保険制度が改正され、基本理念に「尊厳の保持」が明記

されるとともに、高齢者が健康で活動的な生活を送れるように要介護状態に

陥らない、あるいは要介護度が悪化しないようにする予防重視型システムへ

の転換、身近な地域で多様な介護サービス提供が可能となる地域密着型サー

ビスや地域の包括的ケアの中核となる地域包括支援センターの創設といった

新たなサービス体系が確立され、さらにはサービスの質の確保・向上を目的

に介護サービス情報の公表が義務づけらるようになりました。

また 「痴呆」という用語が、侮蔑的な表現である上に、実態を正確に表、

しておらず 早期発見・早期診断等の取り組みの支障となっているとして 認、 「

知症」に改められました。

高齢者虐待防止法、正確には「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対す

る支援等に関する法律」が今年度４月１日から施行されています。

虐待を受けた高齢者の発見、通報、保護、立入調査等といった虐待防止の
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ための措置を定めるとともに、高齢者虐待は介護負担や介護疲れがその大き

な原因とされることから養護者の負担軽減を図るために養護者を支援してい

くというのが本法の趣旨です。

２ 主要事業の展開

「地域における介護予防の推進」として、昨年、和歌山大学と協働開発し

た”わかやま型”高齢者運動プログラム「わかやまシニアエクササイズ」に

よる医療費抑制や介護予防効果の検証を行うとともに、東京都老人総合研究

所と県、モデル市町村が協働し”わかやま型”介護予防システムの開発を行

ったところです。

入居者一人ひとりの居住環境に配慮した個室・ユニット型の特別養護老人

ホームの整備を促進するととも、認知症高齢者が家庭的な環境で安心して生

活できる認知症高齢者グループホームの整備促進を図り、平成１７年度末現

在でそれぞれ特養のユニット型個室数５９０室、グループホーム設置数６１

か所となっています。

その他、高齢者の人権を尊重した質の高い介護サービスの提供を目指し、

介護支援専門員や介護職員等を対象とした様々な研修を実施しています。

また、高齢者がこれまでの人生で培ってきた知識や経験を活かして地域社

会に貢献することで生きがいをもって生活できるように、高齢者ボランティ

アを養成・登録する「いきいきシニアリーダーカレッジ 「いきいきシニア」

リーダーバンク」の運営や老人クラブ活動に対し支援しています。

わかやま長寿プラン２００６の策定

高齢者の生きがいづくりや社会参加活動の積極的な支援、青壮年期からの

健康づくり、介護予防施策を充実するとともに利用者の立場に立った質の高

い介護サービスの実現をめざして「わかやま長寿プラン２００６」を策定し

ました。
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３ 今後の取組等

地域包括支援センター職員等研修

高齢者が住み慣れた地域で、尊厳あるその人らしい生活を継続できるよう

にするためには、それぞれの地域において、介護予防マネジメント、総合相

談・権利擁護、虐待の早期発見等の包括的な地域ケア体制の確立が必要であ

り、今回の改正介護保険制度により導入される「地域包括支援センター」が

そのような地域包括ケアを支える中核機関として位置づけられています。当

該センターの指導者、従事者に対する研修を実施し、資質の確保・向上を図

ることで地域包括ケアの実現をめざします。

「介護サービス情報の公表」制度推進

介護サービスの質の向上、利用者の権利擁護等の観点から、介護サービス

事業所が利用者に対し、サービスの選択に必要な情報を公表する「介護サー

ビス情報の公表」制度を本格実施します。

認知症地域医療支援

医療的側面から地域における認知症の早期発見・早期対応システムの充実

を図るため、認知症サポート医の養成及びかかりつけ医の認知症対応力の向

上を図るために研修を実施します。
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分野別施策名 ４ 障害者の人権

説 明 課 障害福祉課

１ 最近の動向

障害者福祉施策に関しては、平成１６年３月に障害者施策の基本的方向を

「 」 、 、示した 紀の国障害者プラン２００４ を策定し 在宅サービスの充実など

障害のある人の地域生活支援施策などに積極的に取り組み、和歌山に住んで

よかったと実感できる共生社会の実現に向けて、総合的・計画的に障害者施

策を推進しているところです。しかしながら、まだまだ物理的な障壁の他、

心の障壁も残っており、その解消に向けて、各種施策のより一層の推進が求

められているところです。

さて障害者施策を取り巻く状況については 「障害者自立支援法」が段階的、

に施行されております。この法律の目的は「障害のある人が地域で安心して

暮らせる社会を実現する」ことであり、また、日本において初の身体・知的

・精神の三障害共通の基盤整備に向けた法律であり、これにより、三障害に

関する保健福祉サービスを統一的に実施することが可能になりました。同法

の円滑な施行に向けて、昨年度当初より、利用者、事業者の理解を得るため

の説明会を県内各地で実施してきたところですが、今後とも一層の理解を得

るため、広報等を継続して実施していきます。

２ 主要事業の展開及び今後の取り組み

障害者の人権とその施策についてですが、大きな意味では、障害のある人

もない人も同じように社会の一員として社会活動に参加し、自立して生活す

ることのできる社会を目指すノーマライゼーションという理念の実現が、障

害者の人権を確立することであり、そういう意味では、障害者施策が人権施

策であるともいえます。

人権問題としては、まず「障害や障害のある人に対する理解、認識が十分

でない」ということがあります。また、身近な問題としては、例えば、車い

、 、 、す使用者用駐車区画に 必要のない方が駐車をしたり 点字ブロックの上に
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自転車を止めたりという問題があります。

このため、啓発ということが重要となるわけですが、現在、実施している

主な事業としては、先ず、県内の小学生を対象に、障害のある方がまちで困

っているとき「何かお手伝いいたしましょうか」と一声かけて、お手伝いで

きる子ども達を養成する「キッズサポーター養成事業」を県内２４校で実施

しているところです。

また 「福祉のまちづくり推進事業」としては、障害者週間を中心とした各、

種啓発事業のほか、地域で障害のある人もない人もともに支え合いながら暮

、 、 、 、らしていくように 県内の振興局単位で 地域での交流会 障害者疑似体験

シンポジウム等、工夫をこらした啓発活動を行っております。

次に、物理的な障壁の除去ということで、民間施設のバリアフリー化を促

進する「福祉のまちづくり民間施設整備補助事業」の実施や 「福祉のまちづ、

くり県有施設整備事業」としては、県有施設のバリアフリー化を進めてきて

いるところです。

また、働く意欲のある障害者の就労を支援するため、知的障害者本人がホ

ームヘルパー３級資格を取得するための講習会の開催や、県庁・民間企業で

の職場体験実習などを行う「チャレンジド就労サポート事業」を実施してい

るところです。

さらに、障害者自立支援法の施行に伴い、無認可作業所についても、ＮＰ

Ｏ法人格等を取得することにより新事業体系のもとでサービス提供が可能と

なることから、法定事業所への移行を支援するため、施設改修などについて

補助を行っていく「ステップアップ小規模作業所事業」を今年度創設したと

ころです。

「障害者ＩＴ促進事業」としては、障害者ＩＴ講習会の開催や周辺機器の

購入に補助するなど、いわゆる「デジタル・デバイド（情報格差 」の解消を）

、 「 」図るほか 今年度の新規事業である コミュニケーション支援体制整備事業

では、県主催の講演会等に対して手話通訳者を派遣することにより聴覚障害

者のコミュニケーションを支援していきたいと考えているところです。

「和歌山県障害者権利擁護相談室設置事業」では、県子ども・障害者相談

センター内に、障害者権利擁護相談室（愛称：ハートフル１１０番）を開設
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して、障害者の人権や財産関係などの相談に対応しております。なお、法律

関係については、弁護士が相談者に面談のうえ、適切な助言を行っておりま

す。

また、この他に悪質訪問販売による被害の予防など、障害者の権利擁護を

図るために、今年度は、成年後見制度の利用を促進するための利用啓発事業

を実施します。

なお、老朽化している県立知的障害児施設「有功ヶ丘学園」については、

入所児童の処遇向上を図るため、１８年度から３箇年計画で建て替えを実施

します。

さらに精神障害者や精神障害についての正しい知識の普及・啓発を実施し

ていくとともに、地域社会での生活支援の推進等により、精神障害者の自立

と社会参加を一層促進していきます。

以上のような取り組みによって、障害のある人もない人も互いに人格と個

性を尊重し、和歌山に住んで良かったと実感できる、差別のない社会の実現

を目指すという基本姿勢で施策を進めていきたいと考えております。
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分野別施策名 同 和 問 題

説 明 課 人権局 人権政策課

１ 最近の動向

平成１４年３月３１日の「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別

措置に関する法律（いわゆる「地対財特法 」失効以降、基本的には、人や」）

地域を特定した特別対策は終了した。

同和問題解決のための施策については、これまでの同和対策事業における

多くの成果を踏まえつつ、様々な課題に対しては、一般施策において工夫を

凝らし、同和問題の解決と、人権尊重の視点に立った取組を実施することと

した。

今なお、差別事象や人権侵害が発生しており、平成１７年度に市町村から

の発生報告があった差別事象は、全体で１１件だったが、内訳は 「行為者、

不明」の悪質な投書や落書き・電話による事件が７件、又「発言」が４件で

あった。

① 「投書」の事象のひとつに、平成１６年１月から和歌山市において、特

、 、 、定宗教団体から脱退した個人やその家族の名前を用いて 市内小学校 高校

運動団体 （財）和歌山県人権啓発センター、和歌山市斎場等へ、差別表現、

を使用した差別はがきが連続して送付されている事象があった。

行為者は、匿名的な手法で、いずれも不当極まりない差別表現を執拗に記

載している。

② 「発言」の事象のひとつに、平成１７年１１月、橋本市において、誘致

企業の営業成績を向上させるための研修での差別事象があった。

これは、業務成績を１１ランクにわけ 「最強クラス 「まあまあ強い？」、 」

「普通の人間 「人間 「農民 「小作農家 「小作農家の４男 「エタ・非人」」 」 」 」 」
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「人間じゃない何か 「ＩＰＯＤとか持っている場合じゃない生命体 「ＩＰ」 」

」 、 、ＯＤとか粉々になるなコイツわ や このランクにあてはめて個人名を書き

研修を行ったものである。

研修資料には、同和問題はもとより、営業成績のランクによって従業員の

人間性まで決めつけてしまうかのような内容で、現在社会の弊害が投影され

ている事象である。

２ 主要事業の展開

平成１３年度に実施していた同和対策事業のうち、平成１８年度現在 「進、

学奨励事業」や「同和対策住宅新築資金等貸付事業」などの８事業について

は、施策実施事由の終了までの当分の間、経過措置を実施している。

なお 「同和対策住宅新築資金等貸付事業」は、居住環境の整備改善を図、

るため、住宅を新築、宅地を取得しようとする者へ資金の貸付を行っている

市町村に対して、県が、資金の貸し付けを行ってきた。

現在、市町村から県への償還は滞りなく行われているが、借受人から市町

村への償還に、滞納や回収困難が発生している。

このため、回収に係る強制執行等に要する経費の一部に対して補助を行う

「同和対策住宅新築資金等貸付金滞納処分促進対策事業」を、平成１７年度

から実施している。

「部落史編纂支援事業」は、部落差別が、いつから、なぜ、発生し、どう

して現在まで残されているのかという学術的な研究解明に対し、平成１７年

度から支援を実施している。

「同和運動推進月間（毎年１１月 」を広く県民に提唱するとともに、月）

間中の啓発講演会の開催や、街頭啓発等の取組によって、県民の差別意識の

解消に努めている。
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３ 今後の取組等

「地対財特法」期限後、本庁各課室及び振興局各部に「人権同和施策推進

委員」を設置し、各所属において、同和対策事業における多くの成果を踏ま

えつつ、様々な課題に対して、同和問題の解決と、人権尊重の視点に立った

取組を実施しており、引き続き施策の推進を図っていく。

「和歌山県人権尊重の社会づくり条例」第２条第４項において 「県は、、

人権施策の推進に当たっては、人権に関する実態の把握に努める」こととさ

れており、今日の同和行政の成果と課題を把握するために 「同和問題を取、

り巻く様々な状況を十分勘案のうえ、調査の内容や実施方法、実施すべき時

期等を慎重に検討」のうえ、調査を実施したい。

引き続き、県と市町村が一致協力し、工夫を凝らした啓発活動の取組によ

り、県民の差別意識の解消に努める。

引き続き、人権侵害の被害を救済する機関の設置を国に求めるとともに、

当分の間、市町村と連携し、被害者の救済の一翼を担っていく。

インターネット上の差別落書き等に対する適切な取組などを、検討してい

く。
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分野別施策名 外国人の人権について

説 明 課 文化国際課

１ 最近の動向

本県の外国人登録者数は、平成１６年末で７，０３２人（出身国別の内訳

は、多い順に、韓国・朝鮮国籍３，４３０人、中国国籍１，４８４人、フィ

リピン国籍７３５人、タイ国籍３８２人、ブラジル国籍２０３人）となって

おり、日常生活のさまざまな場面で、外国人と接する機会が増えてきており

ます。

このため、外国人の人権を尊重するための教育・啓発活動や情報提供、相

談事業の充実など、外国人が安心して暮らせる環境作りを、民間団体等とも

連携を取りながら推進しているところでございます。

２ 主要事業の展開

外国人の人権を擁護していくための具体的な事業といたしましては、和歌

山県国際交流センターに、英語・中国語に対応できる生活相談員を配置し、

外国人向けの医療、教育、在留資格、就労などの相談を実施しております。

１７年度実績といたしましては、２８３件の相談がございました。

また、財団法人和歌山県国際交流センターとともに、外国人向けに、日本

、 「 」語能力を高め 言葉の壁による不安を和らげていただくための 日本語教室

や、日本文化に慣れ親しみ、理解を深めて頂くための「日本文化理解講座」

を開催しております。

県民向けには、異なる国の文化や習慣をもった人々との交流を通じて、多

様な文化や習慣、価値観への理解を深め、外国人とつきあっていくために必

要な国際感覚を身につけていただくための「国際理解講座」の開催や小中学

校において「国際理解教育」事業を実施しております。

あわせて、外国人との交流を通じて相互の国際理解や国際的視野を備えて

いただくため、在住外国人の方々と県民が直接交流できるコンサートなど様

々なイベントも実施しております。
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さらに、国際交流センターでは、外国人が地域で生活していく上で必要な

医療機関へのかかり方や住宅の借り方など、さまざまな生活関連情報を多言

語により提供しているところでございます。

また、財団法人和歌山県人権啓発センターでは 「人権を考える公開講座」、

を開催するとともに 「ふれあい人権フェスタ」において、外国人による人、

権問題に係る活動状況を紹介しているところでございます。

３ 今後の取組等

今後の取組等でございますが、既にこの４月から在住外国人の方々が安心

して暮らせるよう、国際交流・相互理解の拠点である国際交流センターを、

日曜日も開館したところでございます。

また今年度、在住外国人に対する防災対策として、多言語によるパンフレ

ット等を作成して参ります。

今後とも、関係機関、団体と十分連携を図りながら、引き続き人権施策基

本方針及び国際化推進指針に沿った施策を推し進め、外国人が地域の一員と

して人権が守られ、いきいきと安心して生活できるよう取り組んでまいりた

いと考えております。
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分野別施策名 感染症（ハンセン病、ＨＩＶ等 ・難病患者等の人権）

説 明 課 健康対策課

○感染症（ハンセン病）

１ 最近の動向

かつてハンセン病を患った方が入所し療養生活を送っている療養所は、全

国に１３カ所の国立療養所と２カ所の私立療養所があり、平成１７年末で約

３，３００人の方が療養生活をおくっています。

和歌山県出身入所者の方は、４カ所の国立療養所（群馬県：栗生楽泉園、

東京都：多摩全生園、岡山県：長島愛生園・邑久光明園）に２７名（平成１

７年５月１日現在）が入所されています。

入所者の方には、毎年、里帰り事業や県民の療養所訪問事業などを通じ和

歌山の景色、空気などに触れていただいています。

また 「ハンセン病を正しく理解する週間」を中心に、和歌浦健康相談所、

長による講演や街頭啓発でのﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等の配布を通じ、ハンセン病に関する正

しい知識の普及啓発に努めています。

２ 主要事業の展開

「ハンセン病療養所入所者里帰り事業」では、昨年４月２６日から２８日

までの２泊３日で、和歌山市内方面、紀中方面を旅行し入所者の方１７名の

参加のもと実施しました。

また、ハンセン病療養所を訪問する「ふれあい訪問事業」を昨年７月２９

日に実施し、県民の皆さまに参加いただき、在園者の方々とのふれあい活動

を通じ、ハンセン病への理解を深めていただきました。

６月の「ハンセン病を正しく理解する週間」を中心に、パネル展や和歌浦

健康相談所長による講演会、ＪＲ和歌山駅前及び保健所管内地域での街頭啓

発を行い、ハンセン病に対する正しい理解について促進を図りました。
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３ 今後の取組等

平成１８年度につきましても、同様に取り組んでまいります。

・昭和４７年以来実施（平成１４年度から各園合同）してい

る「集団里帰り事業」

・県民が、和歌山県出身者の入所している療養所を訪問する

「ふれあい訪問事業」

・ ハンセン病を正しく理解する週間」での街頭啓発活動、「

人権フェスタでのパネル展

・和歌浦健康相談所におけるハンセン病に関する一般相談、

ハンセン病療養所入所者の方への援護等
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分野別施策名 感染症（ハンセン病、ＨＩＶ等 ・難病患者等の人権）

説 明 課 健康対策課

○感染症（ＨＩＶ等）

１ 最近の動向

わが国では、１９８５年に報告があって以来、ＨＩＶ感染者・ＡＩＤＳ患

者の新たな報告は年々増加しています。２００４年にはＨＩＶ感染者・ＡＩ

ＤＳ患者合わせて１，１６５人と初めて１，０００人を越え過去最多になっ

ています。感染経路は、性的接触による感染が約８５％を占めています。

特に、ＨＩＶ感染者の年齢構成は２０－３０代の若い世代が多くを占めて

います。若者への感染拡大を防止するため、正しい知識、予防法などについ

て啓発活動を行うとともに、早期発見・早期治療に繋がる自発的検査の機会

を拡大するため、迅速検査の導入が図られています。

２ 主要事業の展開

ＨＩＶ感染者・ＡＩＤＳ患者に対し良質な医療の提供や相談に応じるため

エイズ拠点病院へのカウンセラーの派遣事業を実施しています。

地域の住民に対して、差別の解消や正しい知識の啓発のため「ＨＩＶ・エ

イズに関する草の根研修」を行っています。

高校生を対象として、感染の予防法や正しい知識を普及し、行動変容をは

かり、生徒から生徒への正しい知識を伝達を目指すため「ピアエデュケーシ

ョン」を実施しています。

保健所のエイズ相談窓口において、県民からの相談や匿名・無料のエイズ

抗体検査の実施しています。

世界エイズデーにおける啓発活動を実施しています。

３ 今後の取組等

平成１８年度につきましても、同様に取り組んでまいります。

・エイズ拠点病院へのカウンセラーの派遣事業
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・ ＨＩＶ・エイズに関する草の根研修」「

・ ピアエデュケーション」「

・無料のエイズ抗体検査

・受検者の利便性等を考慮した夜間の迅速検査（新規）
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分野別施策名 感染症（ハンセン病、ＨＩＶ等 ・難病患者等の人権）

説 明 課 健康対策課

○難病患者等

１ 最近の動向

（１）本県の難病患者（国指定４５特定疾患患者）は、増加かつ重症化

・患者数 （ ） 人 → （ ） 人 倍H10 3,657 H17 5,070 1.39
・うち重症者 （ ） 人 → （ ） 人 倍H10 323 H17 697 2.16

２ 主要事業の展開

（１）難病・子ども保健相談支援センターの設置（平成１８年４月１日）

・平成１１年に設置した子ども保健福祉相談センターを発展的に改組

・大人の相談窓口開設時期については、７月中を予定

ア 目的

治療、介護等の療養生活や教育、就労等の日常生活などにおいて様

々な不安や困難を抱える難病患者及び疾病等による長期療養児等に対

、 、 、 、し 相談に応じ 必要な支援を行うことにより ＱＯＬの向上を図り

自立と社会参加を促進

イ 場所

県立医科大学病院棟３階

ウ 業務内容

①療養等相談

②患者会・家族会の育成支援

③ボランティアの育成・支援

④講演会・研修会の開催

⑤情報の収集・提供

⑥災害時の支援ネットワークの構築

⑦就労支援

⑧保育・教育支援
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３ 今後の取組等

センター及び併設する和歌山神経難病医療ネットワーク連絡協議会（会

長 近藤智善医大神経内科教授）を核に、医療機関、保健所、市町村、Ｎ

ＰＯ、患者団体等と協力・連携を図り、難病患者の自立と社会参加の一層

の促進に努める。
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分野別施策名 犯罪被害者とその家族の人権について

説 明 課 県 民 生 活 課

１ 最近の動向

犯罪被害者等に対する対策につきましては、平成８年に警察庁が取りま

とめた「被害者対策要綱」などをもとに策定されました「和歌山県人権施

策基本方針」に基づいて 「犯罪被害者の救済は、被害者の基本的人権に、

基づくもので当然支援されるべきであり、誰もが被害者になる可能性があ

るとの認識の上に立って、被害者を社会全体で支え合うことができる社会

づくりを推進する必要がある 」との方針の下に、警察や行政を中心に関。

係の民間団体が連携して各種の施策を推進して参ったところですが、既に

ご承知のとおり、平成１７年４月に「犯罪被害者等基本法」が施行され、

同年の１２月には、同法で規定された「犯罪被害者等基本計画」が閣議決

定されたところです。

基本法では 「犯罪被害者等」について 「犯罪及びこれに準ずる心身に、 、

有害な影響を及ぼす行為により、害を被った者及びその家族又は遺族」で

あると被害者対策要綱より幅広い概念が示されているところであり、和歌

山県でも、本年４月１日施行の「和歌山県安全・安心まちづくり条例」に

犯罪被害者のみならず、その家族又は遺族を対象とした「犯罪被害者等に

対する支援」に関する条項を盛り込んだところです。

２ 主要事業の展開

主要事業につきましては、県人権施策基本方針で定められた「基本的な

とりくみ」に基づき、警察が中心となって「啓発活動の推進 「相談・支」、

援体制の充実 「再被害防止措置の確保 「重大な犯罪の未然防止措置」」、 」、

に取り組んでいるところであり、具体的には、

まず、啓発活動の推進として、

○ 各種会合や広報紙、リーフレット及び県警ホームページ等による

広報啓発、紀の国被害者支援センター等関係機関と連携した「支援
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フォーラム」の開催等による県民の認識を深めるための広報啓発

○ 警察職員に対する被害者対策専科教養や行政職員に対する人権研

修の開催等による人権意識の高揚

○ 犯罪被害者等への二次的被害防止のためのマスコミへの取材自粛

の申し入れ（平成１７年度中は、対象事案なし）

等を行っております。

次に相談・支援体制の充実として、

○ 県内の全警察署に性犯罪相談などに対応するための専門の女性警

察官を配置し、研修によるレベルアップを図るとともに、各種相談

（悪質商法、少年、女性、銃器、薬物等）窓口に関する広報による

県民への周知と利用促進

○ 紀の国被害者支援センターと連携したボランティア相談員による

電話相談等の実施

○ 警察本部主管課の警察安全相談員の増員によるストーカーやＤＶ

事案への相談体制の強化

○ 主要医療機関の精神科医との連携によるカウンセリング体制の確

立

○ 「犯罪被害者等給付金の支給等に関する法律」に基づく給付金支

給制度の周知と対象事件に対する迅速、適正な裁定（平成１７年度

中は、４件、約１，２００万円）

等に取り組んでおります。

次に、再被害防止措置の確保として、

○ 被害者等に対する再被害防止のための必要な助言や身辺警戒及び

関係機関と連携した保護対策の的確な推進

等に取り組んでおります。

最後に、重大な犯罪の未然防止措置として、

○ 犯罪情報地理分析システムを活用した「犯罪マップ」及び「子ど

も危険地図」の県警ホームページへの掲載、インターネットを活用

した不審者情報等の「安全・安心メール」の配信による県民への情

報提供
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○ ストーカーやＤＶ事案への防犯活動に利用するための装備品の確

保（平成１７年度：被害者への貸出し用の防犯ブザー２００個を全

警察署に配布）

○ 和歌山駅・アロチ周辺地域及び田辺駅前周辺地域における警備業

者による防犯パトロールの推進

○ 県内１４警察署中１２警察署への警察安全相談員の配置による相

談窓口の充実（平成１９年度には全警察署へ配置予定）

等に取り組んでおり、犯罪被害者等を支援するための総合的な施策を展開

しております。

３ 今後の取組等

平成１７年１２月に策定された「犯罪被害者等基本計画」には、

① 尊厳にふさわしい処遇を権利として保障すること。

② 個々の事情に応じて適切に行われること。

③ 途切れることなく行われること。

④ 国民の総意を形成しながら展開されること。

の「４つの基本方針」及び

① 損害回復・経済的支援等への取組

② 精神的・身体的被害の回復・防止への取組

③ 刑事手続への関与拡大への取組

④ 支援等のための体制整備への取組

⑤ 国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組

の「５つの重点課題」が示されていところであり、

、 、和歌山県では 犯罪被害者等に対する対策に関する総合的な窓口として

本年４月１日から県民生活課において担当することとしており、今後、基

本計画に定められた基本方針に則り、関係課室による庁内連絡会を発足さ

せ、重点課題に対する迅速・適切な対応を図るための検討等を積み重ねる

とともに、警察等関係機関・団体と連携しながら、効果的な被害者等に対

する支援・対策に努めて参りたいと考えております。
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分野別施策名 さまざまな人権について

説 明 課 人権局 人権政策課

１ 最近の動向

２ 主要事業の展開

「野宿生活者（ホームレス 」に関して、平成１４年に「ホームレスの自）

立支援等に関する特別措置法」が制定され、ホームレスの人権への配慮と、

地域社会の理解と協力を得ながら、ホームレスの自立への支援等について、

地域の実情に応じた施策の策定と、取組を行うこととされた。

庁内関係課室による「ホームレス対策に係る連絡会議（事務局：福祉保健

総務課 」を設置し、ホームレスの自立支援等について、協議を行った。）

ホームレス支援団体である「夜回り会 ・ ふれあい会」と、ホームレスの」「

自立支援等に関して、意見交換を行った。

「性同一性障害者」に関しては、平成１５年に「性同一性障害者の性別の

取扱いの特例に関する法律」が制定（平成１６年７月施行）され、家庭裁判

所の審判により性別の変更が認められるようになった。

性同一性障害や、障害がある人に対して、県民が正しい認識を持つととと

もに、偏見や差別を解消するために、啓発リーフレットの作成・配布や、啓

発講演会の開催を行っている。

人権施策推進のための庁内組織である「和歌山県人権同和施策推進委員幹

事会」を通じ、県において定めている申請書様式等の点検・見直しを行い、

性別記載の必要性等の協議を行い、不要と判断したものについては、削除を

行った。

色覚特性を持つ人に関する啓発講演会の開催するとともに、啓発パンフレ

ットを作成したところであり、配布や研修会等を通じて、県民への正しい認

識を深めている。
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「人権を考える強調月間（毎年１１月１１日～１２月１０日 」を提唱し、）

様々な人権問題を、自らの課題として考える機会を持っていただくように、

街頭啓発等を通じて、啓発活動を行っている。

「ふれあい人権フェスタ」を開催し、様々な人権に関するＮＰＯ等民間団

体や関係機関とともにフェスタを企画・開催・運営し、すべての県民が楽し

い雰囲気の中で人権について考える場を創るなど、啓発に努めている。

和歌山県人権啓発センターの機関誌を通じ、様々な人権問題の解決に取り

組んでいる団体や機関等に、インタビュー形式により紹介を行い、様々な人

権問題に関する正しい認識の涵養と、偏見や差別の解消に努めている。

３ 今後の取組等

引き続き 「人権を考える強調月間」において、県民が自主的に参加し、、

楽しい雰囲気の中で、人権について考える機会を設けるなど、啓発活動を推

進していく。

、 、 、 、また 啓発資料の作成 啓発物品等の配布や 啓発講演会等の開催を行い

県民への、様々な人権問題に関する正しい認識の涵養と、偏見や差別の解消

に努めていく。

財団法人和歌山県人権啓発センターが行っている人権相談事業について、

広く県民への周知するとともに、様々な人権課題を持っている人の相談に応

じていく。

犯してしまった罪をつぐない、社会の一員として立ち直ろうとする人に対

する更生保護を行っている保護司会をはじめ、様々な人権問題の解決に取り

組むＮＰＯ等と、人権問題に関する現状や課題等についての意見交換の実施

等について、検討していく。


